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行政コミュニケーション研究の経過報告

1.研究目的

本研究会は、行政体の広報広聴活動や各種情報政策に関する問題を実践 ・理論両面から考察する

ことを目的として 96年 7月に設置された。行政体の中でも自治体は、 地方分権、行革等、制度改革

の渦中にある一方、高齢者福祉、都市基盤整備、環境保全、地域活性化等多くの政策課題を抱えて

いる。その中で、広報広聴をはじめ行政のコミュニケーション活動がどのような役割を果たせるの

か、またそのための体制整備や機能強化の方策等に関して、実態を踏まえたアプローチにより課題

提起または提言を行うことを目標とした。研究会の代表者(主査)は、清水正道が務めた。

ll. 研究経緯

96年度第 1期研究では、政策課題に対応したコミュニケーション施策の実態把握と課題抽出を行

い、 97年 6月に課題提起型の「中間報告書Jを刊行した。97年度第 2期研究では、前期の問題意

識をもとに 「住民参加による政策形成J(第 1分科会)及び行政の自己改革に向けた「効果測定と自

己評価J(第 2分科会)をテーマに置き、さらに行政広報広聴論に関する「史的検証と文献整理J(第

3分科会)を加えて調査研究を進めることと し、97年7月 18日第 1回全体会を開催した。研究領域

は以下に示す通りであるが、実践研究と理論研究との相互交流の面で十分であったとは言いがたい。

今後の課題としたし、。
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第2期で特筆されるのは実態把握に注力したことである。第 1分科会でで、の「事例ヒヤリング

や「イ住主民参加実態調査Jは、新たな発見もあり体系化への布石にもなろう。また調査解析作業に当

たっては、日本広報学会事務局ならびに淑徳大学、電通及び各県研修生の方々に諸々ご協力いただ

いた。紙面を借りて厚く感謝申し上げたい。

第2期における研究部会の開催数は、全体会4回、分科会 17回であった。このほか主査会議等を

開催し全体調整を図るよう努力したが、個別の見解に関して必ずしも整合が図られていない部分も



ある。この点はぜひご留意いただきたい。

m.報告書の形式

報告書の全体構成及び執筆内容に関しては、清水主査の原案をもとに全体会で討議し、決定内容

に準拠した 「執筆要領」に基づいて各メンバーが分担執筆した。また分科会主査の編集校正作業を

経て、主として木場が入力 ・編集作業を担当した。ただし基本的見解及び最終的な文責は、研究会

主査にある。

w.研究会メンバー

第 2期行政コミュニケーション研究会メンバーは以下の通りである。

本研究会主査 清水正道社団法人日本能率協会調査研究事業部主任研究員

第 1分科会主査守永英輔淑徳大学国際コミュニケーション学部教授

第 2分科会主査猪狩誠也東京経済大学コミュニケーション学部教授

第 3分科会主査小宮山憲三郎茨城大学人文学部教授

上野征洋 (株)コミュニケーション科学研究所 専務取締役
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神戸保幸 三重県地域振興部消防防災課主査

(前・広報広聴課係長)

岸上慎太郎 早稲田大学アジア太平洋センター特別研究員

北村芳之 (財)埼玉総合研究機構研究主幹

木場典子 (株)ケイネット

木部とし子ナショナルピ一アール(株)

木村誠 埼玉県総務部広聴広報課主査

倉本昌昭 (財)科学技術広報財団 理事長
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また調査解析に当たっては、以下の方々にとくに協力いただいた。
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